
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

10 22 4 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 回 ） （事業数）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 10 23 3

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （事業数）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 9 25 4

□ （ 人 ） （ 回 ） （事業数）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

12 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 有効性 達成度 効率性

（ ） （ 回 ） （ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

会議回数

地域産業振興会議の活動報告を受け
て、産業振興事業を実施

2,710 8,424

10,178

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業費の概要説明

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業全体

事務事業名

指標 指標 指標

18-01-01

産業振興課 対象
市内の市産のうち産業振興及びシ
ティセールスに結びつくことが可能
なもの

委員・幹事数

東久留米市地域産業推進協議会設置要綱

全額補助 一部補助有

11,134
地域産業推進協議会
運営事業

手段
・

内容

意図
事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

18-01-02

産業振興課 対象 市内の産業振興につながる観光資源

市内の地域資
源

メ デ ィ ア （ 新
聞・冊子等）へ
の採用回数

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）
観光地域資源デジタ
ルデータ作成事業

手段
・

内容

観光資源を画像として収集しﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ﾃﾞｰﾀとして分類保管する。

1,766 297

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

地域の魅力の発信、継続

一般財源分

0

意図
需要があった際に随時提供しPRにつ
なげる。

0

説明欄：平成２２年度の単年度事業のため
廃止。 所管課長 産業振興課　 道辻　正信

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)

説明欄：23年度以降も新たなシティーセー
ルスに結び付くような事業展開を検討する
必要があるため、事業展開の方向としては
拡大していくことになる。しかしながら、
協議会等の会議開催回数やそれに伴う運営
事務費の経費などは、工夫に努めていく。

市の資産である湧水、河川、農産物
を利用し、産業振興及びシティセー
ルスに結びつける。また、イベント
実施により集客をはかり、経済効果
に期待する。

1,919 8,259

24年度以降に向けた方向性：

2,063

提案された事
業（実現可能
な事業）

6,252

産業振興課　 道辻　正信

豊かな出合いでにぎわうまち 施策番号・名 18 地域産業の振興 基本事業番号・名

24年度以降に向けた方向性： 24年度以降に向けた方向性：

794 5,458

現状維持 現状維持

794

説明欄：

2,710

1,919

説明欄：23年度以降も新たなシティーセー
ルスに結び付くような事業展開を検討する
必要があるため、事業展開の方向としては
拡大していくことになる。しかしながら、
協議会等の会議開催回数やそれに伴う運営
事務費の経費などは、工夫に努めていく。

所管課長

18-01

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

東久留米市


